
 

 

 

どこに行く？ 民主連立政権 

― 政権政党のあるべき姿 ― 第３回 

（2010 年 2 月 11 日） 

 

さて。本紙はこれまで「どこに行く？ 民

主連立政権」の第 1 回、第 2 回において民

主党政権の可能性と展望を、どちらかとい

えば明るく描いた。そこには旧来の自民党

政権に対する絶望感の裏返しがあった。 

だが、与党となった民主党の現状はどう

か。天下を取ってはしゃいでいるのではな

いのか。政権担当能力は大いに疑問。小沢

一郎政治資金問題に対する鳩山首相の「信

じています。がんばって（地検と）戦って

ほしい」などと、自浄作用の鱗片さえ見え

ない様子はどうか。与党・民主党にこぞっ

て趣旨替えする元自民党議員・関係者の節

操のなさも見苦しいが、そうした「裏切り

者」をまるで嬉々として根こそぎ受け入れ

るかような民主党こそは、無節操の極みで

はないのか。こうした体たらくで真の行政

改革ができるのか、この国の隅々まで浸透

している官僚主義を排除するだけの政治哲

学と理性、知力を結集できるのか。いわゆ

る民主党政権は本当に日本国民に資するべ

く機能しうるのか。 

それとも。与党でいられる今のうちに「旧

来の自民党利権を潰し、代わりに新たな小

沢利権を構築しようとしている」だけなの

か……。 

 

小沢一郎、不起訴 

 

1 月 23 日に続いて 2月 2日にも東京地検

特捜部の事情聴取に応じた小沢一郎だが、2

月 4 日になって特捜部は、小沢一郎に対し

て刑事責任を問えるだけの証拠が十分では

ないとして、不起訴処分とすることを決定

した。４日に拘置期限を迎えた元秘書の衆

議院議員・石川知裕と公設秘書・大久保隆

規、元私設秘書・池田光智の３人は、政治

資金規正法違反で起訴された。 

この間、地検特捜部が恐ろしいばかりに

暴走したことは、すでに多くの情報として

流されている。大マスコミは基本的には小

沢批判に徹したが、夕刊紙や一部週刊誌、

あるいはミニコミやネットの世界では、地

検特捜部に対する批判や、まるで陰謀論の

ような話が渦を巻いていた状態だった。 

地検特捜部批判の急先鋒は「週刊朝日」。

同誌には地検から “圧力”がかけられてい

たという。同誌の山口一臣編集長のもとに

特捜部から文書で「 出頭要請 」があった

というのだ。理由は「捜査妨害」。差出人は

東京地検の谷川次席検事。出頭要請があっ

た当日、山口編集長は出張中のため要請に

応じることができず、この要請内容がネッ



 

 

ト上に公開されてしまった。これを知った

検察内部は大慌て。朝日新聞司法クラブを

通じて、朝日新聞本社上層部に圧力をかけ

たのだ。その圧力の内容とは、「検察から記

事に対する抗議があったが、出頭要請はな

かったことにしろ 」というものだった。 

恐るべきことに、朝日新聞社上層部は地

検に屈服し、「記事に対する抗議があったが

出頭要請はなかったことにするよう」と週

刊朝日編集部に指示したという。 

（問題の記事は「 暴走する検察が子ども

を人質に石川議員の女性秘書を約 10 時間

拘束！」） 

内容の冒頭部を記すと、「『週刊朝日』2

月 12 日号に掲載されたジャーナリストの

上杉隆氏による「暴走検察 子ども“人質”

に女性秘書『恫喝』10 時間」が話題を集め

ている。記事によると、1月 26 日に石川事

務所の押収品の返却について検察から呼び

出しを受けた石川議員の女性秘書が、検察

庁に到着して「民野健治」という担当者と

話すと、そのまま携帯電話を切るよう命じ

られ、その後約 10 時間にわたって取調べを

受けたという。だが、女性秘書は約 3 年前

に石川議員の秘書として働きはじめたばか

りで、いま問題となっている 2004 年の陸山

会の収支報告書については何の知識も持っ

ていない。しかも、女性秘書には 3 才と 5

才の子どもが保育園に通っているにもかか

わらず、保育園の閉園時間である午後 7 時

になっても夫や知人に電話することすら許

さなかったという」（以下略） 

もっともこのケース、情報は週刊朝日の

側からもたらされる一方的な話ばかりで、

地検側のコメントなどありようはずもない。

だがやはり傍目には「地検が暴走したので

はないか」とさえ思える状況は確かにあっ

た。マスコミの報道では、中堅ゼネコンや

大手ゼネコンまで巻き込んだ贈収賄事件に

発展するかの勢いだった。それが今回の“不

起訴”で、一応の決着となる。 

ただし特捜部は、小沢幹事長の政治資金

に関しては、なお 16 億円の記載漏れ、20

億円の不明金など、巨額の不透明資金が動

いているとして、今後も引き続き全容解明

のための捜査を続行する見通しだと報道さ

れている。 

あれほどまでにマスコミを賑わせ、海外

のメディアでも大きく扱われた事件が、結

局のところ単なる「虚偽記載」で幕引き。

「大山鳴動して鼠一匹」というべきかもし

れない。だが地検特捜部はいま、来る 7 月

の第 22 回参議院議員選挙の直前に、再び小

沢一郎政治資金問題に猛攻をかけるべく、

虎視眈々と準備しているとも言われている。 

小沢一郎の資金問題が表面化したり、特

捜部から事情聴取を受けたことから、民主

党内の一部には、小沢批判が噴出し始めて

いた。前原誠司国交相、野田佳彦財務副大

臣、枝野幸男元政調会長などが“小沢批判

派”の先頭を走っていたようだが、こうし

た動きも一気に沈静化。鳩山首相は「幹事

長として仕事をやってもらいたい」（2 月 3

日）と発言、参院選を小沢氏の下で戦うこ

とが「至極当然だ」とも述べている。 

民主党の内部は、もちろん一枚岩ではな

い。先に挙げた前原、野田、枝野だけでは

なく、小沢幹事長と距離を置く議員も一定

数存在するし、党内では公然と、鳩山首相

と小沢幹事長の確執が囁かれているほどだ。

また民主党内部だけではなく、一般庶民の

間からも、小沢幹事長に牛耳られて、何の



 

 

抵抗もできない鳩山首相に対する不満も噴

出している。 

しかし民主党の反小沢派幹部は「これで

小沢さんは本当の実力者になる」と感想を

漏らし、また大ベテラン議員も、「小沢の権

力集中はいよいよ高まる」と語っている。 

今後も小沢幹事長の資金問題を巡り、党

内、政権内、そしてマスコミを中心として、

さまざまな“攻撃”が考えられる。本紙も

また、小沢一郎に限らず、不透明、不明瞭

な資金問題が発生すれば、当然ながら追及

していきたい。だが最も重要なことは、日

本国民として日本の未来をどう考えるかだ。

どうやって明るい未来を築き、明日に向か

って夢を持てるかだ。 

すでに本紙前号で、今回の特捜部の一連

の動きが“官僚 V.S 政治家”の闘争である

ことを記した。小沢一郎に対する事情聴取

とは、「人事権を巡る話し合いの場ではない

か」という本紙の見解も述べた。これにつ

いて、さらに検討を加えてみたい。 

 

「内閣人事局」新設構想 

 

１月 29 日に鳩山首相が施政方針演説を

行った。「いのちを、守りたい」という言葉、

いや情緒的な願望の吐露で始まった異色の

演説。これまでの自民党政権時代には、各

省庁から届けられた短冊型の原稿をつなぎ

合わせた、「ホチキス」と呼ばれる原稿が用

意されていた。今回の施政方針演説の原稿

は、まったく官僚に頼らず、松井孝治官房

副長官と平田オリザ内閣官房参与（劇作家）

の二人と意見交換をしながら、鳩山首相自

らが作成したものだという。そのぶん、た

しかに情感たっぷりの内容だったが、財政

再建などに具体的政策が示されていないと

いう弱みもあった。 

また、昨年末、鳩山首相がインドを訪問

した際に、ガンジー師の慰霊碑に献花した

ことを披露してから、ガンジーの「七つの

大罪」を並べたが、二番めの「労働なき富」

と口にした途端、自民党席からは「お前の

ことだろう」と厳しいヤジが飛んだ。母親

からの巨額資金提供は、まさに労働なき富

以外の何物でもない。 

鳩山首相の施政方針演説は、24 回も繰り

返された「いのち」と、「労働なき富」に注

目が集まったように思えるが、国会全体が

緊張したように静まり返ったのは、「政治主

導による行政体制の見直し」について演説

したときだった。 

「行政組織や国家公務員のあり方を見直

し、その意識を変えていくことも不可欠で

す。省庁の縦割りを排し、国家的な視点か

ら予算や税制の骨格などを編成する国家戦

略局を設置するほか、幹部人事の内閣一元

管理を実現するために内閣人事局を設置し、

官邸主導で適材適所の人材を登用します」。

（１月 29 日鳩山首相施政方針演説より） 

じつは、この施政方針演説が行われた直

前、１月 29 日の午前中の閣議で、鳩山首相

は公務員制度の改革案を明らかにしていた。

事務次官から局長への再任を可能にするこ

とで、これまであった次官と局長のポスト

の格差を縮めるというものだ。これにより、

次官を頂点とするピラミッド型の官僚機構

が崩壊することになる。 



 

 

公務員制度改革を担当する仙石由人行政

刷新相は、「役所内で“社長”と呼ばれる事

務次官の意向を窺いながら職員が執務する

ことは、大幅に減るだろう」（29 日の記者

会見での発言）と、この案に自信を見せて

いる。 

民主党政権が考えているのは、次官ポス

トを事実上、局長級に格下げすることだ。

こうすることにより、たとえば農水省局長

が環境省次官となり、それから数年後には

財務省局長になるというような人事を可能

にする。「次官→局長」という人事が、格下

げではなく、当たり前の人事異動になれば、

適材適所が可能だというわけだ。 

こうした人事異動が行われ、官僚のトッ

プが「社長」と呼ばれる事務次官でなくな

れば、各省庁の職員は次官ではなく大臣や

副大臣、政務官を向いて職務に励むことに

なる。この公務員制度関連改革法案を今国

会に提出し、今年度中の実行を目指す――。

これが民主党の目論見だ。 

これを実現するために作られるのが「内

閣人事局」。内閣人事局では、まず、幹部に

ふさわしい候補者名簿を「次官・局長級」

と「部長級」という２種類に分けて作成す

る。「次官・局長級」は総勢 200 人超と見込

まれるが、これに関して、首相、大臣、官

房長官らが協議して、適材の次官、局長を

決めていく。ただし、人事院と検察庁に関

しては除外するという。その理由は、「職務

の中立性に配慮するため」と説明されてい

る。 

事務次官は現在、内閣府、財務省、外務

省など 11 府省に 12 人存在する。彼らは省

庁内の人事権を掌握し、個別政策を決裁す

る立場にある。だが、民主党連立政権誕生

後、閣議に上げる案件を調整してきた「事

務次官会議」は廃止され、次官の定例記者

会見もなくなった。結果、次官の業務はか

なり減ったとされる。 

しかし、事務次官を頂点とするピラミッ

ド型の官僚機構は、明治時代から続いてき

たものである。人事権を政府に掌握される

ことを、霞が関官僚が納得することなどあ

り得ない。小沢一郎の政治資金を巡る一連

の騒動は、官僚たちの抵抗と考えればわか

りやすい。 

 

官僚の抵抗 

 

「今日の中央集権的な体質は、明治の富

国強兵の国是のもとに導入され、戦時体制

の中で盤石に強化され、戦後の復興と高度

成長期において因習化されたものです」（1

月 29 日施政方針演説より） 

日本の官僚制度は明治維新直後に作られ

たものだ。その官僚制度の歴史をザッと眺

めてみよう。 

慶應 3 年 12 月９日（1868 年１月 3 日）、

「王政復古の大号令」が発された翌日、維

新政府は、総裁・議定・参与という３職制

を定めた。そして参与に優れた人材を集め

ようと、各藩から優秀な藩士を求めたのだ

が、結果としては薩摩・長州からの人材が

官吏として登用されることとなった。 

その後、欧州調査を終え帰国した伊藤博

文は、明治 18 年（1885 年）に内閣制度を

導入し、自らが内閣総理大臣となる。そし



 

 

て翌明治 19 年、藩閥にとらわれない官吏を

育成しようと、帝国大学令を定め、東大を

初めとする帝国大学を、優秀な官吏を養成

するための機関としたのだ。 

明治 22 年に「大日本帝国憲法」が制定さ

れた。「大日本帝国憲法」では、「天皇大権」

として官制大権そして任免大権が定められ、

官吏は勅令を以て定められた。つまり現在

の「国家公務員法」のような官吏制度に関

する法律は存在せず、勅令によって定めた

のである。 

長い鎖国から目を覚まし、周辺を見渡せ

ば、アジアは欧米という猛獣たちに食い荒

らされ、次々と植民地化されていくところ

だった。文明開化、脱亜入欧、富国強兵……。

アジア東端の小さな島国日本は、生き残る

ために総力を挙げ、叡智を巡らし、歯を食

いしばって欧米と対峙しなければならなか

った。 

明治 27 年（1894 年）、伊藤博文首相は行

政制度再編を目指し、文官任用令と文官試

験制度を定めたが、この年には日清戦争が

勃発している。そして明治 35 年の日英同盟

締結、明治 37 年の日露戦争と、日本はまさ

に荒波に揉まれながら世界の舞台に立って

いた。この時代の日本を下支えしてきたの

は、間違いなく「優秀な官僚たち」だった

のだ。 

第二次世界大戦で日本が敗戦し、ＧＨＱ

（連合国軍最高司令官総司令部）により官

僚制度は大きく改正された。それまで「天

皇の官吏」だった存在が「全体の奉仕者」

に置き換えられたのだ。昭和 22 年（1947

年）には「国家公務員法」が定められ、新

たな職階級が導入された。だがそれは、制

度として官僚の立場が変わっただけであり、

官僚が行うこと、官僚の実権には変化がな

かった。 

明治維新以降敗戦に至るまで、「天皇陛下

のために＝日本国のために」存在していた

官僚は、「全体のために＝官僚全体のために

→所属する省庁のために」存在する官僚と

なった。その結果、官僚は「省益のために

働く官吏」となり、それは「自分たち自身

のための利益、権益を守り通す最高実力者」

となっていった。当然と言えば当然の帰趨

かもしれない。 

民主党が掲げる「官僚主導から政治家主

導へ」というスローガンは、明治維新以降

の日本の官僚制度を抜本的に変えようとす

るものなのだ。 

「首相と官房長官が、官僚の幹部人事を

仕切ることができるか。脱官僚というテー

マの天王山に差し掛かっている」（1 月 29

日、仙石由人行政刷新相の談話） 

民主党が目指す公務員制度改革の第一歩

は、幹部官僚の人事を実際に行えるか否か

だ。それは具体的に、「次官→局長」という

辞令を発令し、それが受諾されるかどうか

にかかっている。 

官僚の中には、「局長に格下げされること

を打診された場合、次官は誰もがその時点

で退任するだろう」と、そんな辞令が意味

を持たないと公言する者もいるようだ。 

だが、天下りを根絶して出口を塞げば、

官僚の我儘は通らなくなる。２月 4 日の参

院決算委で原口一博総務相は、「独立行政法

人は原則廃止だ。（天下りなどは）廃止を含

め検討しないと止まらない」と述べ、天下

り防止のための抜本的改革を進める意向を

表明したが、これもまさしく「官僚の人事

権掌握」のための一歩なのだ。だが、それ



 

 

でも霞が関官僚の必死の抵抗は続くだろう。

鳩山首相、小沢幹事長を初め、民主党の全

議員、連立を組む国民新党、社民党は一致

団結して公務員制度改革に挑まなければな

らない。それこそが国民大衆の願いなのだ。 

だがそれは、明治維新以降百数十年続い

た官僚制度をぶち壊すことである。革命と

言っても過言ではない。 

 

米国務次官補らの表敬訪問を受ける 

鵺
ぬえ

のごとき「人民解放軍の野戦軍司令官」 

 

いま、官僚制度を大改革する戦いが繰り

広げられている。鳩山首相、小沢幹事長は、

その最前線に立っている。だが両者にその

自覚があるのだろうか。戦いの目的は日本

再生のためなのか。あるいは官僚制度大改

革は表面的な効果のひとつにすぎず、実際

は「自民党利権を潰し、小沢利権を構築す

る」作業それ自体にあるのだろうか。 

資金管理団体のカネの問題で、小沢幹事

長は地検特捜部と対峙し、嫌疑不十分で不

起訴処分となった。これでとりあえず、第

1 ラウンドは小沢一郎の勝利と判断するこ

ともできる。だが冒頭にも記したとおり、

来る 7月の参院選直前にふたたび「地検 VS

小沢一郎」第 2 ラウンドのゴングが鳴ると

も言われている。それを「参院選直前にや

ることで、民主党に最大の打撃をあたえる

ため」と解釈することもできよう。あるい

は本紙がこれまで述べた「人事権を巡る闘

争」とは一切関係なく、法の番人である東

京地方検察庁は粛々と業務を遂行し、あき

らかに有罪であると判断したものに対し、

当然の役割を果たすだけなのかもしれない。 

地検特捜部による小沢叩きの背後には、

米 CIA が関与しているとの噂もある。今回

の一連の事件の端緒となった西松建設の海

外不正資金の問題も、地検特捜部が独自に

掴んだネタではなく、海外からのタレ込み

だ、との指摘もある。だがこうした話はあ

くまで噂の域を出ない。真偽も不明な仮定

を積み重ねていけば、そこにあるのは「話

としては面白おかしいが事実無根」の陰謀

論だけになるだろう。 

「小沢の米国離れ、親中国という姿勢が、

今回の事件の真因だ」と分析する者も多い。

何といっても小沢、昨年 12 月 10 日に訪中

した際、人民大会堂で胡錦濤主席と会談し

「こちらのお国（中国）に例えれば、解放

の戦いはまだ済んでいない。来年７月に最

終の決戦がある。人民解放軍でいえば、野

戦の軍司令官として頑張っている」と、唖

然とするような言葉を口にしたのである。

たとえ話にせよ的外れな、薄ら寒いほどの

媚中ぶりだ。 

（「小沢氏、胡中国主席と会談「私は人民

解放軍の野戦軍司令官」・産経新聞記事」 

反米媚中がアメリカの怒りを買った、と

いうのも一つの解釈である。地検特捜部が

小沢不起訴を決定した前日の 2 月 3 日、マ

スコミは一斉に「小沢不起訴」を報道した。

さらにその前日である 2 月 2 日、小沢一郎

はカート・キャンベル米国務次官補、ジョ

ン・ルース駐日米国大使の表敬訪問を受け

て会談。その席でキャンベル国務次官補は

小沢に訪米を要請し、小沢がこれを受けた。 

奇妙なことだ。翌日、あるいは翌々日に



 

 

地検に起訴されるはずの人物に対し、米国

務次官補と駐日大使がこぞって表敬訪問し、

あろうことか訪米を要請した、というのだ。

だからこそマスコミは地検決定の前日にす

でに「小沢不起訴」を報じたのだが、キャ

ンベル国務次官補らは小沢不起訴をあらか

じめ知っていたというのは、誰が見ても明

らかだろう。 

いささか陰謀論めいた書き方をすれば、

キャンベル国務次官補は「自国（アメリカ

政府）は、すでに小沢を不起訴にするよう

地検特捜部に働きかけていた」ことを前提

として表敬訪問に臨んだ、とも思える。実

際の会談内容がつまびらかにされていない

ことも興味深い。「オザワさん、我がアメリ

カの意向に反し、あなたが勝手に中国に媚

びる真似をすれば、どうなるかおわかりで

すか。田中角栄を覚えているでしょう。米

国にいらっしゃい。明後日、貴殿は不起訴

となることをあらかじめお知らせしておき

ます。これで我が国の力量がおわかりにな

りますね」……。そんな会話があったので

は、とさえ思える 

あるいは、表面的な「媚中」の裏で小沢

一郎は、これまで以上に米国と密接な関係

を築いていこうとしていたのかもしれない。

米国務次官補らの表敬訪問と訪米要請は、

小沢流親米路線を米国が評価したからだ、

とも思えなくもない。 

 

7 月の参院選単独過半数をもくろむがあまり 

無節操さが顕著な民主党 

 

ともあれ小沢一郎と地検特捜部の戦いは

米国問題なのではなく、人事権をめぐる政

治家対官僚の大決戦、というのが本紙の見

方だ。その意やよし。戦いが熾烈であろう

ことも想像に難くない。だが、そこに日本

国民はいるのか。手段と目的がひっくりか

えってはいないだろうか。戦いそのものが

目的に転じてはいないだろうか。 

民主党支持率は 40％台に落ち込んだ。「日

本国民が民主党政権を選択した」と本紙も

書いたが実のところ、先の選挙において民

主党を支持した有権者のうち、もともと自

民党の強力な支持基盤だった層がどれほど

あったのだろう。民主党に流れた百万人単

位の浮動票を小選挙区制がすくい上げた結

果ではなかったのだろうか。官僚機構の改

革はもとより普天間基地問題にも、政権交

代以前からささやかれていた小沢政治資金

問題にも関心を持たず、ただひたすら「子

育て支援金」に惹かれて民主党に投票した

有権者が、実は相当数いたのではと本紙は

思う。 

いわゆる成熟した社会は旧来の共同体意

識を希薄にする。一昔前なら「お上の世話

なんかになるかい」と生活保護を拒否した

人々には、親戚縁者もいない（国に保護し

てもらうしか方策のない）、なんらの共同体

に属さない孤独な人間であることを表明す

るような行為を、恥とする心理があったよ

うに思う。だが現代は違う。「お上の世話」

になることを恥とは考えない。むしろ「子

育て世代の特権」とさえ感じている。むろ

んそこに善悪などあろうはずもないし、本

紙もそうした意識の変化を非難しようなど



 

 

という考えはない。 

民主党は、手垢にまみれた言葉でいえば

「庶民感情に訴えたカネばらまき幻想」で

人気を取り、一躍与党に躍り出た。言い過

ぎかもしれないがそうした側面は確かにあ

ったはずだ。日本を真に再生させるために

はまずは政権交代、政権を交代するには俗

耳に入りやすいマニフェストで浮動票を攻

める……それ自体は戦略の問題であり、や

はりそこに善悪を問うのは傲慢だろう。あ

らゆる理想論や改革論は、まずそれを実行

する人間が力を握らなければならない。勝

たなければ話にならないからだ。本紙が指

摘しておきたいのは、与党の座についた現

在の民主党、来る 7 月の参院選で単独過半

数をもくろむ民主党の、節操のなさである。 

昨年末に自民党を離党した田村耕太郎参

議院議員のケースのような議員の「民主党

への鞍替え」のみならず、自民党秘書が民

主党秘書に鞍替えするケースも非常に多い。

むろん秘書は、政治家とは異なり政党の政

策に拘泥する必要はない。秘書の鞍替えは

むしろ「政治秘書業界の転職」と理解すべ

きだろう。 

だが、そうではない事例、あきらかに「裏

切り行為ではないか」と思われる事例も散

見される。民主党ブームに煽られた現役自

民党議員の秘書・後援会役員らが、7 月の

参院選で「民主党から立候補」に動いてい

る。そして民主党からの公認ほしさに自民

党を離党するケースが目立ってきた。おそ

らく全国規模で見れば相当な数の現役自民

党関係者がそうした動きを見せていると思

われるが、本紙のお膝元である埼玉県にお

いても、こうした露骨な裏切り行為・無節

操な「公認・推薦ほしさ」離党が見られる。 

民主党埼玉県第 10 区の松崎哲久衆議院

議員……。今年 1 月の賀詞交換会にも顔を

出さずに温泉でくつろいでいるところを

「週刊新潮」に見開きで紹介され、地元有

権者の怒りを買ったこともある松崎議員と

「埼玉 10 区」にまつわる噂は、地方におけ

る「民主党ブーム」を醜悪な形で端的に示

している。自民党基盤の強いこの選挙区か

らは長らく山口泰明議員が選出されてきた

のだが、先の第 45 回衆院選で松崎哲久議員

が当選。手のひらを返したような「自民離

党→民主入り」が見られるようになった。 

同選挙区下の自民党支部幹事長を務めて

いた現役市議までもが「民主党推薦での市

長候補」を夢見て、山口代議士はおろか有

権者にも内緒で自民党を離党。この市議を

「民主党推薦」のアメで離党させたのが松

崎哲久議員だ。同市議は無所属だが、自民

党支部幹事長という同党の地方基盤におけ

る屋台骨的存在でもある。政治政党として

の基本的な立ち位置が異なるこうした自民

党の関係者をも「こっちにくれば公認・推

薦してあげるよ」とばかりに受け入れる民

主党の無節操さは、いったい何なのか。地

方市長選や７月の参院選に勝つためには

「敵」だろうが、現職議員を将棋の駒とし

か考えていない姿勢が歴然とするではない

か。 

さらに松崎哲久議員の「触手」は、現東

松山市の坂本祐之輔市長にまで伸びている、

という情報も流れている。詳細は未詳だが、

坂本市長は松崎議員を介して民主党公認を

得て、来る７月参院選に出馬を目論んでい

るというのだ。現役市長が市長業務そっち

のけで次期参院選の公認ほしさに民主党議

員と接触している……。事実であるとすれ



 

 

ば、これほど東松山市民を馬鹿にした話が

あるだろうか。 

リーマン社債焦げ付き事件の「恫喝」を

はじめ、官製談合と一族の癒着で悪名高い

坂本市長。その悪徳市長ぶりはテレビ報道

等で全国的に有名であるにもかかわらず、

こうした人物にすら公認の可能性をちらつ

かせる、不定見な民主党。また現役市議・

自民党支部幹事長が「自民党を離党すれば

自分も民主党から推薦をもらい当選。晴れ

て東松山市長の座に」とばかりに、有権者

にも内緒のまま、さっさと自民党県連にだ

け離党届を出す……。こんな人物たちにも

公認・推薦を与える、「自民党を裏切ってこ

ちら側につけば何でもあり」とばかりの、

無節操きわまりない民主党。政権奪取での

大はしゃぎぶりが少々冷めれば、次にくる

のは 7 月参院選である。ここで単独過半数

の大勝利をむかえ「短命ではないか」とい

われた民主党政権の基盤を強固にするため、

いま民主党は自民党離党者に対し金銭で

「公認・推薦」を販売している、とも聞く。 

民主党による政権交代を中国の血塗られ

た赤化革命（「解放」）になぞらえ、日本に

現在、数基～十数基の核ミサイルを向けて

いる中華人民共和国の国家元首に対し自ら

を「人民解放軍の野戦軍司令官」と称し「７

月の参院選＝『解放』に向かって戦ってい

る」と滔々と媚びる小沢一郎と、彼が実質

的に率いる民主党……。この政党が与党と

して盤石な基盤を築いた暁の日本は、我々

にとって明るいものになるのだろうか。後

世の歴史家は、2009 年の政権交代とこれに

後続する時代を、果たしてどう評価するの

であろうか。 

 

（次号につづく） 

 


